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１．これまでの議論と対応について

２．直近の話題

３．本日の議論

⚫総合評価手法の改善

⚫費用便益分析（社会的割引率）の見直し

⚫事業評価制度について

本日の内容について
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１．これまでの議論と対応について
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これまでの議論を踏まえた対応

家田 仁（委員長） 政策研究大学院大学 特別教授
大串 葉子 椙山女学園大学現代マネジメント学部 教授
大野 栄治 名城大学都市情報学部 副学長・教授
加藤 一誠 慶応義塾大学商学部 教授
小林 潔司 京都大学経営管理大学院 特任教授
田中 里沙 事業構想大学院大学 学長・教授              （敬称略）

委員の主な意見と対応内容

令和５年度

■社会的割引率について
・社会的割引率は２％とし、４％と１％で感度分析する考えもある。

これまで実施されてきた事業評価の結果との比較や継続性の観点から 4%と合わせ
て、新たに参考比較をするための値を設定（令和6年新規事業から適用）

参考比較の値として、国債の実質利回りより、
・過去20年（平成15年～令和4年（2003年～2022年））の平均値（0.96%）を踏まえ1%
・過去30年（平成5年～令和4年（1993年～2022年））の平均値（1.58%）を踏まえ2%

令和６年度

■貨幣換算が困難な効果の評価
社会資本が果たす役割は広範でその全てを貨幣換算化することは困難であるが、

多様な効果を定量化することは必要ではないか。

時間信頼性便益やCO2排出削減便益等を加えたB/Cを参考値と設定して公表

令和７年度

■事業評価における「評価の視点」
事業評価の方法において、費用便益分析では測りきれない効果があることをマニュア

ルに明記する必要がある。

事業評価要領へ記載
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昨年度委員会の整理

「今後の取組の方向性（案） 」 

（令和７年度 第２回 公共事業評価手法研究委員会）

実施要領改訂への
対応

総合的な評価
について

２．総合評価手法の
改善について

次ページ以降



事業評価における評価の目的・視点について（事前評価）

○ 「あるべき姿」を示した上位の計画等を踏まえ、達成すべき事業目的を評価できるよう、
事業着手前の計画段階評価において、以下の通り目的・視点の改定を行う。

○ また、新規事業採択時評価の評価の目的において、総合的な評価を行う上で考慮すべき
重要な観点を明記。

計画段階評価実施要領の「評価の視点」の改定（案）
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計画段階評価実施要領の「目的」の改定（案）

新規事業採択時評価実施要領の「目的」の改定（案）

第５ 評価の手法 ＞３ 評価の視点

①事業目的となる解決すべき課題・背景を把握し、その原因を分析する。

②上位の計画・ビジョンや地域計画との整合を図った上で、達成すべき政策目標を明確化する。

③政策目標に応じて必要な評価項目を設定し、事業内容の妥当性等について、複数案を提示した上で、具体的
データやコスト等により比較、評価を行う。

第１ 目的

公共事業の効率性及びその実施過程の透明性の一層の向上を図るため、新規事業採択時評価の前段階
において、計画段階評価（以下「評価」という。）を実施する。評価については、上位の計画・ビジョンや
地域の計画課題、達成すべき目標、地域の意見等を踏まえ、複数案の比較・評価を行い、事業の必要性、
事業内容の妥当性を検証するものである。

第１ 目的

公共事業の効率性及びその実施過程の透明性の一層の向上を図るため、新規事業採択時評価を実施
する。新規事業採択時評価は、公共事業の果たすべき使命（ミッション）を明確化し、インフラが将来に
わたって利用されることによる地域の価値や魅力向上への貢献、社会への波及的影響等の観点や費用対効
果分析を含め、総合的に実施するものである。

令和７年度 第２回公共事業評価
手法研究委員会資料
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計画段階評価における上位計画との位置付けの事例（砂防の例）

（出典）手稲山地区地すべり対策における計画段階評価検討委員会（R7.8.22）

○ 手稲山地区地すべり対策における計画段階評価の例
札幌市の都市計画および北海道の地域防災計画
に基づいている



「コスト縮減や代替案立案の可能性」に加え、国民へのアカウンタビリティの観点から、
有識者委員へ事前に議論いただくべき内容として再評価における主たる事業内容の変更が、
事業全体の計画や主たる施設の構造に影響するもので、

○「社会的要請」「事業実施環境」の観点で変更される場合や
○事前調査との現地条件の乖離によって、変更される場合

・合意形成や地元協議等
に伴う変更や新たなニーズ
への対応

・上位計画の変更
・災害等を踏まえた基準見
直し

再評価における「評価の視点」改定の方向性
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再評価の実施要領における「評価の視点」について、総合的な評価の実施や事業の透明性
の一層の向上の観点から事業内容の変更において施設（事業計画・構造等）の改善の必要
性を考慮した事業継続の評価を実施できるよう改定。

社会的要請
（社会の価値観の変化など）

＜改善継続事業の対象＞

事業実施環境
（合意形成・地元協議など）

現地条件
（事前調査との乖離など）

・現地調査結果を踏まえた
変更

改善継続事業

令和７年度 第２回公共事業評価
手法研究委員会資料
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改善継続事業の事例（道路の例）

（出典）近畿地方整備局 事業評価監視委員会 令和8年度第2回（R8.9.7）

○ 一般国道175号 神出バイパスの例

事業計画の変更により、安全性の向上や交通の更
なる円滑化が期待されることから「改善継続」と評価
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改善継続事業の事例（河川の例）

（出典）第1回多摩川水系河川整備計画フォローアップ委員会（R8.7.30）

○ 多摩川直轄河川改修事業の例

河川整備計画の変更を踏まえた整備を行うことにより、
防災・減災の強化が図られることから「改善継続」と評価



２．直近の話題
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社会的割引率に関する直近の動き
-令和８年４月27日（月）第５回経済財政諮問会議 議事要旨（社会的割引率関係抜粋）-

＜略＞
（永濱議員）
私から二点。＜略＞社会的割引率の見直しである。＜略＞日本の割引率は一律４％となっている。ただ、近年の実質利回りの水準や長期

的な不確実性を踏まえると、将来世代が享受する便益を過小評価している懸念があると思う。なので、ベースラインを諸外国の基準に近い
２％程度へ下げることが必要と考えられる。
加えて、貨幣換算できない効果を適切に評価するといったことをして、質の高い投資が正しく評価される基盤を整えることが重要だと思

う。そうすれば、意思決定の透明性を高めて、国民や市場に対して、なぜこの投資が必要かという強力な説明責任を果たせるのではないか
と思う。

＜略＞
（若田部議員）
私からは二点、補足する。＜略＞第二に、社会的割引率の見直しである。資料２の３ページでご覧いただいたように、現在の社会的割引

率４％は2004年に当時の国債実質利回りを参考に設定されたものだが、その後、実質金利や物価の環境は大きく変わっている。これは単な
る技術論にとどまらず、何を国家戦略投資として適切に評価するかという話である。人口減少の下では、予防保全、広域連携、防災・減災、
地域のレジリエンス強化、生活圏単位での機能維持など、便益が長期にわたって現れる投資の重要性が高まる。にもかかわらず、古い前提
のまま評価を続ければ、本来必要な投資が十分に評価されないおそれがある。
その際に重要なのは、社会的割引率の見直しをその時々の判断に委ねるのでなく、客観的に指標に基づいて定期的に点検し、必要があれ

ば見直す仕組みとして整えることだと思う。あわせて、変更の根拠や便益評価への影響を丁寧に示し、説明責任を果たすことが重要。例え
ば一定期間ごとの点検、参照する金利指標や物価指標の明確化、複数ケースでの感応度分析の提示など、見直しのルール自体を透明化する
ことが必要だと思う。そうした形であれば納得性のある評価基盤の刷新につながると思う。
もっとも、社会的割引率の見直しだけで公共事業の予算額が自動的に増えるわけではない。その点は別途、現在の公共事業予算額が必要

十分なものであるかどうかの精査、点検を行うべきである。その際、急速に老朽化が進むインフラの更新をいかに進めるかだけでなく、戦
略が必要。地域社会の成長に資する公共事業を行うべく、日本成長戦略、地域未来戦略と併せて国家・国土戦略の策定が望まれる。＜略＞
まずはこの社会的割引率の見直しを含む評価基盤の刷新を１つの突破口として前に進めるべきだと思う。

＜略＞
（金子臨時議員） 
冒頭に申し上げたとおり、「日本列島を、強く豊かに」するインフラ整備の推進ということで、先ほど若田部議員からお話があった、中

長期的な見通しの下で安定的、持続的に公共投資を行うことが必要だと思っている。
社会的割引率の見直しについて、先ほどお話があったように費用と便益の比、Ｂ／Ｃを算定する際に用いる社会的割引率については、

2004年に当時の10年物国債の実質利回りなどを参考に４％と設定しているところであるが、国土交通省としては、有識者のご意見を伺いな
がら、公共事業がもたらす多様な効果を適切に評価できるよう、評価手法や社会的割引率の検討を進めていきたい。

○ 令和8年4月27日に開催された経済財政諮問会議において、民間議員より、社会的割引率を含む公共事業評
価の仕組みについて言及がなされた。
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社会的割引率に関する直近の動き
-令和８年７月21日（火）閣議決定 骨太方針2026（社会的割引率関係抜粋）-

（３）戦略的な社会資本整備の推進 

「強い経済」の実現には、危機管理投資・成長投資を支える社会資本を戦略的に整

備することが重要である。 

社会資本の整備に不可欠な建設産業における、フィジカルＡＩの導入を始めとする

生産性の向上や、賃上げ等の処遇改善、多様な人材の確保・活躍環境の整備等を通

じ、地域のインフラの整備力を強化する。中長期的な見通しの下、安定的・持続的

な公共投資を推進しつつ、労務費確保の必要性や近年の資材価格の高騰の影響等を

考慮しながら適切な価格転嫁が進むよう促した上で、必要な事業量を確保するとと

もに、効率的・重点的な取組を進める。「ＰＰＰ／ＰＦＩ推進アクションプラン

（令和８年改定版）」に基づき官民連携投資等を促進する。公共事業評価について、

費用便益比等に過度に依拠せず、国家戦略、防災・減災、国土強靱化、地域の命と

暮らしを守る基盤機能等を踏まえた総合評価へ見直すとともに、近年の金利状況等

を踏まえ社会的割引率を見直す。 

○ 令和8年7月、“より総合的な評価手法へ見直すこと”、“現行の社会的割引率を見直すこと”について、骨太の
方針2026に記載がなされた。
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３．本日の議論
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公共事業評価手法研究委員会の論点（案）

〔１〕 総合評価手法の改善

（現状認識）
・社会資本が果たす役割は、広範かつ長期間に及ぶもの。
・インフラが将来にわたって利用されることによる地域や国の価値・魅力・競争力向上への貢献、社

会への波及的影響等の観点や費用対効果分析も含め総合的に事業評価を実施。

（論点案）
・事業のミッションや地域において果たす役割を明確化した上で、事業の実施によりそれらがどのよ

うに達成されるのかを整理し、費用便益分析や事業実施による影響の評価を経て総合評価に至る
といった、一連の評価プロセスを体系化することについて検討すべきではないか。

・公共事業がもたらす多様な効果を評価できるよう総合評価手法を改善すべきではないか。
※事業の特性に応じ、事業実施による影響（改善度）の評価を各事業において検討等。
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公共事業評価手法研究委員会の論点（案）

〔２〕 費用便益分析（社会的割引率）の見直し

（現状認識）
・費用便益分析の精緻化には本質的な限界性や課題を内包しており、便益として測りきれない効

果がある。
・費用便益比に用いている社会的割引率は2004年に設定以降見直しが実施されていない。
・一方、海外では社会的割引率の水準や考え方について継続的な見直しが行われている国を確認。

（論点案）
・費用便益分析における評価指標（EIRR、B/Cなど）の取り扱いについて検討すべきではないか。
※EIRRの名称が分かりづらいため、通称（例えば、個別事業の利回り、B/C=1となる社会的割

引率等）を設けてはどうか。

・昨今の社会経済情勢等を踏まえ、２００４年に設定された社会的割引率を見直すべきではないか。
また、１０年国債実質利回り等、どのような指標等や考え方を参考とすればよいか

・社会経済情勢等の変化に応じて、この社会的割引率は定期的に見直すべきではないか。
見直しの判断に用いる指標や考え方をあらかじめ整理しておくべきではないか。
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公共事業評価手法研究委員会の論点（案）

〔３〕 事業評価制度について

（現状認識）
・今後、インフラマネジメントへの転換が進み、既存施設の機能改善等が増加していくことが

見込まれる。
・一方、現行の事業評価制度は新規整備事業を念頭に制度設計されている面もあり、機能改善等

の特性を踏まえた評価制度のあり方について検討が必要となっている。

（論点案）
・インフラマネジメントへの転換として、既存施設の機能改善等が増加しつつある状況において、

機能改善等の事業評価プロセスのあり方を検討すべきではないか。

17



総合評価手法の改善について
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新規採択時評価におけるカルテの記載例（ダム事業の例）
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新規採択時評価における事業影響の評価（道路事業カルテ例）
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総合評価手法の改善 （カルテ様式イメージ案）

①社会課題・政策課題
・地域課題の解決
・上位計画・地域計画との整合

②目的（事業が果たすべきミッション）
・事業の歴史的経緯、地域との関係性、現場の問題意

識、国・地域にとっての意義等を記載

③目的（ミッション）に対する達成度
・事業実施により目的（ミッション）がどのように達成されるか、地域や国の課題がどのよう解決していくのか等を記述

④成果・効果 〔費用便益分析；事業の利回り、B/C（参考B/C)、感度分析〕

○ 果たすべきミッションを明確化し、課題解決や地域への貢献、事業の将来にわたる効果等、総合評価を実施

○ 総合評価の結果の欄は、個別事業の有識者会議の委員長名で評価結果を記載。

事
業
の
影
響

評価項目 評価 根拠

自
動
車
や
歩
行

者
へ
の
影
響

渋滞対策
◎

○○バイパスへの交通転換により、現道の交通混雑が緩和。 
【対象区間の平均旅行速度】 現況： －km/h → 整備後： －km/h
【国道○号現道の混雑度】 現況： － → 整備後： －

事故対策 〇 渋滞緩和により、事故の減少が見込まれる。
 【死傷事故率】 現況：－件/億台キロ ⇒ 整備後：－件/億台キロ 

社
会
全
体
へ
の
影
響

住民生活

◎

・〇〇医療センターへの所要時間短縮により、地域医療に貢献。
＜貨幣換算が可能な効果＞ 
救急医療施設への速達性向上による救急救命率の向上効果：約－億円/50年
＜貨幣換算困難な効果＞ 
［市役所～医療センターの所要時間］ 現況 －分 ⇒ 整備後 －分 （約－分短縮）

地域経済

△

・〇〇道路の渋滞緩和により、製品輸送時などの速達性が向上
＜貨幣換算が可能な効果＞
 ○○道路等のインフラ整備による〇〇地域の経済波及効果：約－兆円/10年 
＜貨幣換算困難な効果＞
 ［企業集積地※～○○港の所要時間］ 現況 －分 ⇒ 整備後 －分 （約－分短縮）

⑤事業実施環境 〔地元調整状況、災害リスク、事業の進捗 等〕

⑥総合評価 〔総合評価結果を記述 （有識者会議の評価結果）〕【委員長名を記載】

□改善すべき項目案
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社会的割引率について
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社会的割引率４％の設定根拠（2004年検討当時）
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○ 現在の社会的割引率は、公共事業の費用便益分析に関する統一的な取扱いを定めた2004年当時におけ
る過去複数年にわたる10年国債の実質利回りなどを参考に設定。

■日本の国債（10年もの）利回り推移（1983年～2002年）

国債(10 年もの) 
名目利回り平均

国債(10 年もの)
実質利回り平均
(GDP デフレータ割戻後)

H3～H7*

(1991～95) 4.09% 3.91%
S61～H7*

(1986～95) 4.78% 3.85%
H5～H14

(1993～2002) 2.23% 3.10%
S58～H14
(1983～2002) 3.95% 3.52%

＊「運輸関係社会資本の整備に係る費用対効果分析に関する
基本方針（平成11年３月運輸省）」における参考値

■4%割引率の設定根拠（平成16年（2004年））

（出典）長期国債利回り：
1983-1997年分:「東証上場国債（10年物指標銘柄・年末）」経済統計年報（日本銀行調査統計局）
1998-2002年分:「長期国債（10年）新発債流通利回」金融経済統計月報（日本銀行調査統計局） 

長
期
国
債
利
回
り(%

)
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日本の国債(10年もの)名目利回り推移（1983年～2026年）
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（出典）長期国債利回り：
1983-1997年分:「東証上場国債（10年物指標銘柄・年末）」経済統計年報（日本銀行調査統計局）
1998-2022年分:「長期国債（10年）新発債流通利回」金融経済統計月報（日本銀行調査統計局） 
2023-2026年分:「統計ダッシュボード」（総務省）
※各年の年末期の値を使用 ※2026年については8月期の値を使用 
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社会的割引率 海外の動向
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※アメリカ、カナダは参考値として3%を使用。

0

アメリカ 7% ※

ドイツ 1.7%

カナダ 7% ※

フランス 3.2%

日本 4%

イギリス 3.5%

イタリア 3%

○ 各国は、当初の設定値から見直しを実施している。

○ 日本は2004年の当初の設定値4%から、見直しを行っていない。
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社会的割引率を算定する代表的な手法

○ 社会的割引率の算定にあたっては、代表的な手法として、①資本の機会費用と②社会的時間選好の
二つの方法が考えられる。

○ 日本では、２００４年設定当時、実務的に②社会的時間選好の考え方に基づき社会的割引率を設定する
ことは困難とし、課題はあるものの①資本の機会費用の考え方に基づき市場利子率を参考に設定。

①資本の機会費用を用いる方法 ②社会的時間選考を用いる方法

考え方 公共投資は民間投資と同等に効率的であるべきという
立場から、公共投資をやめて民間投資をする場合に得
られる収益率（市場利子率等）などを適用する手法。

「将来よりも現在をどの程度重要視するか」と「将来の豊かさへの見込
み」によって決定

設定方法 社会的割引率＝公共投資の収益率
＝民間投資の収益率（市場利子率）

社会的割引率＝社会的時間選好率＋限界効用の消費弾力性×消費の成長
率
（Ramsey
式）

必要な
パラメータ 長期国債金利 社会的時間選好率 限界効用の消費弾力性 消費の成長率

パラメータの
設定方法

・日本は国債（１０年もの）利回りからGDPデフレータを用い
て割り戻し実質化した金利を使用

・イギリスは専門家への
アンケートから純時間選
好率の中央値を求め、景
気や災害のリスク確率を
加えて、1.5に設定。

・ドイツは気候政策報告書
(2006年)より将来世代の

不確実性から時間選好
率を0.1と設定。

・イギリスは、既存文献 

のメタ分析から1.0と
設定。

・ドイツは、世界各国の
所得と幸福度に関する
パネルデータ推計値を
活用し1.26を設定。

・各国が公表する、
一人当たり消費
の成長率を設定。

採用国 日本、米国、カナダ等 イギリス、ドイツ、フランス、イタリア等
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Ramsey式の考え方

時間

社会的割引率
（％）

○ 将来の価値を現在と比較する際に用いられる指標（社会的割引率）は「将来よりも現在をどの程度重要視す
るか」と「将来の豊かさへの見込み」によって決定。この両者は性質の異なる要因であり、考慮しないと将来
の価値を適切に評価・判断できない（過大や過小に評価してしまう）。

○ 「将来よりも現在をどの程度重要視するか」は、純時間選好率にて、経済状況や所得水準にかかわらず単
に将来というだけで将来よりも現在をどの程度重要視するかを表したもの

○ 「将来の豊かさへの見込み」は将来世代が今よりも豊かになると見込まれるか（＝成長率）と、消費水準の
違いによってその効用の度合いがどの程度変化するか（弾力性）により表している

○ 前者（純時間選好率）は，「今１００万円もらうのと，将来１００万円もらう時の差」、後者（豊かさへの見込み）
は、「将来世代がより豊かになる」ことで、同じ金額の価値（効用）が変わるもの

【Ramsey式】社会的割引率＝社会的時間選好率＝純時間選好率＋限界効用の消費弾力性×1人当たり消費成長率

純時間選考率

1人当たり消費成長率
×

（係数）限界効用の消費弾力
性

社会的割引率

項目 説明

純時間選好
率

• 将来の価値を現在の価値に換算する際に用いられる数値。経済
状況にかかわらず，将来よりも現在をどの程度重要視するかを表
すもの。

• 数値が大きいほど現在の利益を重視することとなる。

限界効用の
消費弾力性

• 所得などが増加した場合における消費行動の変化の度合い。
• １より大きければ、１人あたりの消費成長率の追加１単位よりも大

きい。
• お金の価値は，豊かな人よりも貧しい人にとって大きい
• 時間（現代・将来）」の概念が含まれていない。

1人当たり
消費成長率

• 国民１人あたりの消費額が将来どれ位増減するかを示す指標。
• 経済成長が続けば、未来の消費は今より価値が低く感じられるた

め、成長率が高いほど、将来の価値を割り引く度合いは大きい。

将来の豊かさへの見込み（成長率とその感度）将来よりも現在をどの程度重要視する
か（経済状況にかかわらない）

将来世代が現在より
豊かになると見込まれる
場合、割引率は相対的に

高くなる

将来現在
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事業評価制度について
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今後のインフラのマネジメントのあり方について 中間答申（案）概要

○ 設計段階から維持管理のしやすさやリダンダンシーの確保を考慮すべきであり、公共事業における新規
事業採択時評価や再評価において重要な評価軸となる。

第６回インフラマネジメント戦略小委員会（R8.9.30）資料より引用
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